
 

 

 

 

 

 

 

 

2024年４月から、労働条件明示義務の内容が追加される 

～新しい「モデル労働条件通知書」等を公表～ 

2024年４月１日から、労働基準法第15条にかかわる労働条件明示義務の内容が追加される。各企業においては

労働契約書および労働条件通知書の様式変更等が必要になる。ついては、2024労働条件闘争に先立ち、労使で改

正内容を確認し、適切に対応する必要がある。 

なお、下表の中段に関連して、会社が有期労働契約の更新上限を新設・短縮しようとする場合は、必ず労使協

議を行い、組合の同意なしに当該変更が行われることのないよう注意が必要である。 

改正内容のポイント 

▶ 2024年４月１日以降に労働契約を締結または契約更新をする労働契約が対象となる 

対象 明示のタイミング 新しく追加される明示事項 留意点 

すべて

の労働

者 

・労働契約の締結時 

・有期労働契約の更

新時 

・就業場所・業務の「変更の範囲」

の明示 

・テレワークを行うことが通常想定

されている場合は、就業場所とし

てテレワークを行う場所が含まれ

なければならない 

有期契

約労働

者 

・有期労働契約の 

締結時と更新時 

・更新上限（有期労働契約の通算契

約期間または更新回数の上限）の

有無とその内容の明示 

・更新上限を新設・短縮する場合

は、その理由をあらかじめ説明し

なければならない 

・「無期転換申込権

（※）」が発生する

有期労働契約の契

約更新の更新時 

・無期転換を申し込むことができる

旨（無期転換申込機会）の明示 

・無期転換後の労働条件の明示 

 なお、無期転換後の労働条件を

決定するにあたり、他の正社員

等とのバランスを考慮した事項

の説明に努める必要がある 

・無期転換をしないと意思表示して

いる場合でも更新の都度、明示が

必要 

（※）無期転換申込権：同一の使用者との間で、有期労働契約が通算５年を超えて更新された場合、労働者には無期労働契約に転

換する権利が発生する。有期契約労働者が当該申し出を行った場合、使用者はこれを拒むことができない〔労働契約法第18条〕 

なお、厚生労働省からは明示内容の記載例等を掲載したパンフレットやモデル労働条件通知書、Ｑ＆Ａが新た

に公表されているので参照されたい。 

 

（参考ＵＲＬ）厚生労働省「令和６年４月から労働条件明示のルールが改正されます」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html 

以上 

（担当：労働条件局 柴田） 
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